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インドネシアのタバコ対策に関する宣言 
 

2013年 8月 18～21日に千葉で開催された APACT2013に参集した 42カ国 785名の参

加者は、世界全体とりわけアジア太平洋地域のタバコ使用の予防と対策を論議し、以下

の認識を共有した。 

 

-  世界第 5位のタバコ消費市場であるインドネシアは、国内および多国籍タバコ産

業にとって魅力的な市場と認識されている。 

-  2012年 9月 19～21日にジャカルタで開催された WORLD TOBACCO ASIA 2012

（注:タバコ産業のフロント組織が行うプロタバコイベント）において、インドネシ

アが「近隣のアジア諸国と違って禁煙法などのタバコ対策がなく、タバコ・フレン

ドリーな国である」こと、そして「国際的タバコ産業に、インドネシア、アジア太

平洋地域、オーストラリアのタバコ業界の連携を強化し製品とサービスを紹介する

ためのカンファランスの開催を提案した」ことが強調されたと、当該ウェブサイト

に述べられていた。われわれはこの事態を深く憂慮する。 

-  インドネシアにおける喫煙率とタバコ使用による死亡は依然として増加中である。

男性の 67.4％、女性の 4.5％、成人全体の 36.1％（6140万人）がタバコ使用者であ

る。13～15歳の若者の 20％（男 41％、女 3.5％）が喫煙している。毎年 23万 5千

人が喫煙で早死にしている。実に憂慮すべき事態である。 

-  タバコ使用の結果、タバコ関連疾患増加によるヘルスケアコストが増加している

ことに深刻な憂慮を示す。タバコによる超過医療費は毎年 12億ドルにのぼる。喫

煙者のいる貧困家庭では、収入の 11.5％がタバコ代に消える。一方教育費はわずか

4％、保健医療支出額はさらに少ない。 

-  インドネシアでは若者をターゲットとしたタバコの広告宣伝販促活動は貪欲に行

われており、喫煙率は 5～9才児で 400％増と言うとんでもない増え方を示し、10～

14才児では 40％増となっている。19歳までに喫煙者の 80％近くが喫煙を始める。 

-  インドネシアでは喫煙規制はほとんど行われていない点も憂慮する。タバコを吸

わない 9700万人以上の国民が受動喫煙にさらされている。15歳未満のインドネシ

アのこどもの約 70％が受動喫煙にさらされている。受動喫煙は毎年 2万 5千人のイ

ンドネシア国民の命を奪っている。 

-  インドネシアは FCTCを批准し、効果の証明されたタバコ規制対策を実践してい

る他のアジア諸国よりもタバコ対策がずっと遅れている。悲しいことに、インドネ

シアは、他国のタバコ規制対策を骨抜きにする策動の舞台となっている。 



 

 

 

以上の認識に基づき、我々は以下の事項を強力に申し入れるものである。 

 

1. インドネシア政府は、タバコ使用を大幅に減らすことが、非感染性疾患を減らす

うえで極めて効果的であり、国民と国にとって大きな健康上のメリットがもたら

されるとの認識に基づき、ただちに FCTCに加盟すべきである。 

2. インドネシア政府は、以下の内容を含む強力なタバコ規制法を制定し実施すべき

である。 

a. すべてのパブリック・プレイス、職場、交通機関内での喫煙禁止。 

b. あらゆるタバコの広告と販売促進活動、スポンサー活動を禁止すること。 

c. すべての紙巻きタバコパックに 50％以上の面積で画像による健康警告表

示を義務付けること。 

d. 世界銀行と世界保健機関の勧告に従い、タバコ製品の価格と税金（小売

価格の 70％以上となるように）を上げること。 

3. インドネシア政府は、2014年バリ島で開催予定の World Tobacco Asia 2014の開

催禁止を要請すべきである。 
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